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平成28年度 通関士本試験 

関税法、関税定率法その他関税に関する法律及び 

外国為替及び外国貿易法（第６章に係る部分に限る。） 
 

 

試 験 問 題 （時間 １時間40分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 意 事 項  

１ 問題の解答は、別紙の答案用紙に記入してください。 

２ 答案用紙に氏名、受験地及び受験番号を忘れずに記入してください。 

３ 問題集及び答案用紙の再交付はいたしません。 

４ 第６問から第15問までの問題については、解答のすべてが正解した場合のみ得点が

与えられます。 
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【選 択 式】 ―― 第１問～第５問：各問題５点 第６問～第15問：各問題２点 ―― 

 

第１問 次の記述は、関税法における用語の定義に関するものであるが、（   ）に

入れるべき最も適切な語句を下の選択肢から選び、その番号をマークしなさい。 

 

 関税法第12条第１項（延滞税）に規定する「法定納期限」とは、関税を課さ

れる貨物を輸入する日（輸入の許可を受ける貨物については、（ イ ）日）

とされている。ただし、次の(1)から(3)までに掲げる関税については、それぞ

れに定める期限又は日とされている。 

 

(1) 関税法第９条の２第１項から第３項まで（納期限の延長）の規定により納付

すべき期限が延長された関税（ ロ ）期限 

(2) 関税法第73条第１項（輸入の許可前における貨物の引取り）の規定により税

関長の承認を受けて引き取られた貨物につき納付すべき関税 当該関税に係る

関税法第７条の17（輸入の許可前に引き取られた貨物に係る税額等の通知）の

書類若しくは（ ハ ）又は関税法第９条の３（納税の告知）の規定による納

税告知書が（ ニ ）日（これらの書類が２回以上にわたって（ ニ ）場合

には、その最初に（ ニ ）日） 

(3) 関税法又は関税定率法その他関税に関する法律の規定により一定の事実が生

じた場合に直ちに徴収するものとされている関税（ ホ ）日 

 

① 更正請求書 ② 更正通知書 ③ 交付された 

④ 税関長が別に定める ⑤ 提供された担保が効力を有する 

⑥ 当該延長された ⑦ 当該貨物の輸入申告の 

⑧ 当該貨物を引き取った ⑨ 当該許可の 

⑩ 当該事実が生じた ⑪ 当該事実を税関長が知った 

⑫ 当該事実を税関長に通報した ⑬ 到達した 

⑭ 発せられた ⑮ 賦課決定通知書 
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第２問 次の記述は、関税法第12条に規定する延滞税に関するものであるが、（   ）

に入れるべき最も適切な語句を下の選択肢から選び、その番号をマークしなさい。 

 

１ 納税義務者が（ イ ）までに関税を完納しない場合には、当該納税義務者

は、その未納に係る関税額に対し、（ イ ）の翌日から当該関税額を納付す

る日までの日数に応じ、各年の特例基準割合が年7.3％の割合に満たない場合

には、その年中においては、当該特例基準割合に年１％の割合を加算した割合

（当該加算した割合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合）を乗

じて計算した金額に相当する延滞税を併せて納付しなければならない。 

２ 税関長は、国税徴収の例により滞納に係る関税の全額を徴収するために必要

な財産につき（ ロ ）をし、又は納付すべき税額に相当する担保の提供を受

けた場合には、その（ ロ ）又は担保の提供に係る関税を計算の基礎とする

延滞税につき、その（ ロ ）又は担保の提供がされている期間に対応する部

分の金額のうち（ ハ ）を超える部分の金額に相当する金額を限度として、

免除することができる。 

３ 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、関税を納付すること

ができない事由が生じた場合には、税関長は、その関税に係る延滞税につき、

その事由が（ ニ ）からその事由が（ ホ ）までの期間に対応する部分の

金額を限度として、免除することができる。 

 

① 軽減対象税額 ② 差押え ③ 生じた日 

④ 生じた日以後７日を経過した日 ⑤ 生じた日以後７日を経過する日 

⑥ 消滅した日 ⑦ 消滅した日以後７日を経過した日 

⑧ 消滅した日以後７日を経過する日 ⑨ 特例延滞税額 

⑩ 特例基準税額 ⑪ 納期限 ⑫ 法定納期限 

⑬ 法定申告期限 ⑭ 没収 ⑮ 領置 
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第３問 次の記述は、輸入通関に関するものであるが、（   ）に入れるべき最も適

切な語句を下の選択肢から選び、その番号をマークしなさい。 

 

１ 特例申告貨物以外の貨物であって、申告納税方式が適用されるものを輸入し

ようとする者は、税関長に対し、当該貨物に係る輸入申告に併せて（ イ ）

に関する申告をしなければならない。 

２ 特例申告を行う場合は、特例申告貨物で輸入の（ ロ ）を受けたものにつ

いて、（ ハ ）を作成し、当該（ ロ ）の日の属する月の（ ニ ）まで

に当該特例申告貨物の輸入地を所轄する税関長に提出しなければならない。 

３ 特例申告貨物以外の貨物を輸入しようとする者は、当該貨物の品名並びに

（ ホ ）数量及び価格その他必要な事項を税関長に申告し、当該貨物につき

必要な検査を経て、その（ ロ ）を受けなければならない。 

 

① 課税標準となるべき ② 関税の徴収 ③ 関税の納付 

④ 許可 ⑤ 仕入書に記載された ⑥ 承認 

⑦ 他の法令による承認 ⑧ 特例申告書 ⑨ 認定 

⑩ 船荷証券に記載された ⑪ 末日 ⑫ 輸入申告書 

⑬ 輸入引取承認書 ⑭ 翌月末日 ⑮ 翌々月末日 
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第４問 次の記述は、関税の過少申告加算税及び重加算税に関するものであるが、

（   ）に入れるべき最も適切な語句を下の選択肢から選び、その番号をマー

クしなさい。 

 

１ 関税法第７条第１項（申告）の規定による申告（以下「当初申告」という。）

があった場合において、修正申告又は更正がされたときは、当該納税義務者に

対し、当該修正申告又は更正に基づき同法第９条第１項又は第２項（申告納税

方式による関税等の納付）の規定により（ イ ）に（ ロ ）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する過少申告加算税を課する。 

２ 上記１に記述する（ イ ）がその関税に係る当初申告に係る税額に相当す

る金額と（ ハ ）とのいずれか多い金額を超えるときは、過少申告加算税の

額は、上記１により計算した金額に、当該超える部分に相当する税額に

（ ニ ）の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

３ 過少申告加算税を課する場合において、納税義務者が（ イ ）の計算の基

礎となるべき事実の一部を隠ぺいし、その隠ぺいしたところに基づき納税申告

をしていたときは、当該納税義務者に対し、過少申告加算税の額の基礎となる

べき税額に係る過少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に（ ホ ）

の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を課する。 

 

① 10万円 ② 20万円 ③ 50万円 ④ 100分の１ 

⑤ 100分の５ ⑥ 100分の10 ⑦ 100分の15 ⑧ 100分の20 

⑨ 100分の25 ⑩ 100分の35 ⑪ 100分の40 ⑫ 100分の50 

⑬ 申告すべき課税標準の額 ⑭ 納付すべき税額 ⑮ 累積増差税額 
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第５問 次の記述は、関税定率法第14条に規定する関税の免除に関するものであるが、

（   ）に入れるべき最も適切な語句を下の選択肢から選び、その番号をマー

クしなさい。 

 

１ 天皇及び（ イ ）にある皇族の用に供される物品は、関税の免除を受ける

ことができる。 

２ 撮影済みのニュース映画用のフィルムのうち内容を同じくするものについて

は、（ ロ ）本以内に限り、関税の免除を受けることができる。 

３ 本邦に来遊する外国の元首若しくはその家族又はこれらの者の（ ハ ）に

属する物品は、関税の免除を受けることができる。 

４ （ ニ ）又はその専門機関から寄贈された教育用の物品は、関税の免除を

受けることができる。 

５ 本邦から輸出される電線、電気機器その他これらに類する貨物について、こ

れらの貨物がその仕向国において（ ホ ）その他公衆の安全上必要とされて

いる品質を備えたものであることを表示する目的で当該仕向国において当該品

質を保証する機関が発給するラベルは、関税の免除を受けることができる。 

 

① ２ ② ３ ③ ５ 

④ 衛生管理 ⑤ 火災予防 ⑥ 宮廷 

⑦ 皇居 ⑧ 国際連合 ⑨ 災害援助 

⑩ 随員 ⑪ 世界税関機構 ⑫ 世界貿易機関 

⑬ 代理人 ⑭ 内廷 ⑮ 秘書 
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第６問 次の記述は、輸出通関に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。

すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 価格が20万円以下の貨物については、税関長に提出する輸出申告書への貨物

の価格の記載を省略することができる。 

２ 物品の一時輸入のための通関手帳に関する通関条約（ＡＴＡ条約）の実施に

伴う関税法等の特例に関する法律に規定する通関手帳により一時免税輸入物品

を再輸出する場合には、当該通関手帳の再輸出証書を関税法施行令第58条（輸

出申告の手続）に規定する輸出申告書として取り扱うこととされている。 

３ 輸出申告書に記載すべき貨物の数量は、税関長が貨物の種類ごとに定める単

位による当該貨物の正味の数量とされている。 

４ 輸出入・港湾関連情報処理システム（ＮＡＣＣＳ）を使用して行われた輸出

申告については、関税法施行令第58条に規定する輸出申告書により行われたも

のとみなすこととされている。 

５ 無償で輸出される貨物に係る輸出申告書に記載すべき貨物の価格は、当該貨

物が有償で輸出されるものとした場合の仕向地に到着するまでの運賃保険料込

みの価格に準ずる条件による価格である。 
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第７問 次の記述は、輸入通関に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。

すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 印紙の模造品については、印紙等模造取締法の規定により財務大臣の許可を

受けた場合は、輸入することができる。 

２ 輸入差止申立てが受理された特許権者が、当該申立てに係る貨物についての

認定手続が執られている間に、税関長に対し、当該貨物の見本の検査をするこ

とを承認するよう申請した場合は、当該申請を受けた税関長は、その旨を当該

貨物を輸入しようとする者に通知しなければならない。 

３ 経済連携協定の締約国の原産品である輸入貨物について、当該経済連携協定

における関税についての特別の規定による便益の適用を受けようとする場合は、

当該貨物に係る輸入申告の日において、その発給の日から６月以上を経過して

いない締約国原産地証明書を提出しなければならない。 

４ 税関長は、輸入申告に係る外国貨物に、原産地について誤認を生じさせる表

示があった場合には、その旨を輸入申告をした者に、直ちに通知し、期間を指

定して、その者の選択により、その表示を消させ、若しくは訂正させ、又は当

該貨物を積み戻させなければならない。 

５ 特例輸入者が特例申告を行う場合には、当該特例申告に係る貨物がその積出

地から送り出される前に、輸入予定地を所轄する税関長に対して輸入申告をし

なければならない。 
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第８問 次の記述は、貨物の運送に関するものであるが、その記述の正しいものはどれ

か。すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 内国貨物を外国貿易船に積んで本邦内の場所相互間を運送する場合は、税関

長の承認を受けることを要しない。 

２ 外国貨物である難破貨物をそのある場所から保税地域まで運送する場合には、

あらかじめ税関長に届け出なければならない。 

３ 税関長は、運送の状況その他の事情を勘案して取締り上支障がないと認める

ときは、１年の範囲内で税関長が指定する期間内に発送される外国貨物の運送

について一括して承認することができる。 

４ 外国から到着して保税運送の承認を受けて運送された外国貨物が、運送人の

不注意で運送中に亡失したことにより、その承認の際に指定された運送の期間

内に運送先に到着しないときは、当該承認を受けた者から直ちにその関税を徴

収されることとされている。 

５ 税関長は、保税運送の承認をした後、災害その他やむを得ない事由が生じた

ため必要があると認めるときは、当該承認の際に指定した運送の期間を延長す

ることができる。 

 

 

第９問 次の記述は、貨物の収容に関するものであるが、その記述の正しいものはどれ

か。すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 収容された貨物についてその解除を受けようとする者は、収容に要した費用

及び収容課金を税関に納付して税関長の承認を受けなければならない。 

２ 収容された貨物が最初に収容された日から４月を経過してなお収容されてい

るときは、税関長は、公告した後当該貨物を公売に付することができる。 

３ 税関長は、保税地域にある外国貨物を収容しようとする場合には、当該貨物

の所有者、管理者その他の利害関係者にあらかじめその旨を通知しなければな

らない。 

４ 税関長は、保税蔵置場の許可が失効したときは、当該保税蔵置場にある外国

貨物について直ちに収容し、当該許可が失効した旨の公告とともに収容した旨

について併せて公告しなければならない。 

５ 税関長は、指定保税地域にある外国貨物が腐敗又は変質のおそれがあるとき

は、当該外国貨物を当該指定保税地域に入れた日から１月を経過する前であっ

ても収容することができる。 
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第10問 次の記述は、関税暫定措置法に規定する関税の軽減又は免除に関するものであ

るが、その記述の正しいものはどれか。すべてを選び、その番号をマークしなさ

い。 

１ 関税暫定措置法第８条（加工又は組立てのため輸出された貨物を原材料とし

た製品の減税）の規定により関税の軽減を受けようとする貨物を輸出しようと

する者は、当該貨物に係る加工又は組立ての契約の全部が行われている場合に

は、その輸出の際に、当該貨物が加工又は組立てのため輸出するものであるこ

とを証する書類を輸出申告書に添付しなければならない。 

２ 我が国が締結した経済連携協定において関税の譲許がされている物品につい

ては、便益の適用に関わらず、関税暫定措置法第８条の規定の適用を受けるこ

とができない。 

３ 関税暫定措置法第４条（航空機部分品等の免税）の規定の適用を受けること

ができる航空機部分品は、本邦において製作することが困難であり、かつ、税

関長の承認を受けた工場において航空機の製作に使用するものに限られる。 

４ 関税暫定措置法第８条の規定による関税の軽減を受けようとする貨物の再輸

入期間の延長承認申請は、当該貨物の加工又は組立てに使用する原材料の輸出

の許可の日から１年以内に行わなければならない。 

５ 関税暫定措置法第８条の規定の適用を受けようとする場合の輸入申告は、当

該申告に係る貨物を販売する者の名をもってしなければならない。 
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第11問 次の記述は、関税定率法第４条第１項の規定に基づく課税価格の計算に関する

ものであるが、その記述の正しいものはどれか。すべてを選び、その番号をマー

クしなさい。 

１ 特許発明が実施されている細菌株であってワクチン製造に使用するものが輸

入された場合において、当該細菌株を本邦において純粋培養する権利の使用に

伴う対価は、当該細菌株の課税価格に含める。 

２ 輸入貨物の利潤分配取引に基づき買手が売手に分配する利潤は、その額が明

らかである場合には、当該輸入貨物の課税価格に含める。 

３ 輸入貨物が運送契約に基づき運送された場合において、当該運送契約に基づ

き当該運送の対価として当該輸入貨物の買手により運送人に支払われる為替相

場の変動による補てん金は、当該輸入貨物の課税価格に含める。 

４ データ処理機器に使用されるソフトウェアを記録したキャリアメディアの課

税価格は、当該ソフトウェアの価格がキャリアメディアの価格と区別される場

合には、キャリアメディアの価格とする。 

５ 航海用船契約に基づき輸入貨物の運送をした船舶の復路の空船回漕料は、そ

の額が明らかである場合には、当該輸入貨物の課税価格に含める。 

 

 

第12問 次の記述は、関税定率法別表（関税率表）及び関税暫定措置法別表第１（暫定

関税率表）に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。すべてを選

び、その番号をマークしなさい。 

１ 同一品目について関税率表の税率と暫定関税率表の税率とがある場合におい

ては、暫定関税率表の税率が適用される。 

２ 関税率表第77類は、将来使用する可能性に備えて保留されており欠番となっ

ている。 

３ 暫定関税率表の税率については、その適用期限が設けられていない。 

４ 関税率表の税率が無税とされている物品については、当該物品の輸入申告の

際に、その課税標準となるべき価格を申告することを要しない。 

５ 暫定関税率表の税率は、すべて一定の数量を限度として定められている。 

 

 



－ 12 － 

第13問 次の記述は、関税法第８章に規定する不服申立てに関するものであるが、その

記述の正しいものはどれか。すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 税関長は、本邦に輸入されようとする貨物のうちに風俗を害すべき書籍に該

当すると認めるのに相当の理由がある貨物があるときは、当該貨物を輸入しよ

うとする者に対し、その旨を通知しなければならないが、当該貨物を輸入しよ

うとする者は、当該通知に不服がある場合であっても、再調査の請求をするこ

とができない。 

２ 関税の確定に関する税関長の処分に不服がある者は、再調査の請求をするこ

とができる。 

３ 関税法又は他の関税に関する法律の規定による税関職員の処分は、再調査の

請求に関する規定の適用に関しては、当該職員の属する税関の税関長がした処

分とみなすこととされている。 

４ 関税法の規定による税関長の処分について審査請求が行われた場合であって

も、行政不服審査法第46条第１項（処分についての審査請求の認容）の規定に

より審査請求に係る処分（法令に基づく申請を却下し、又は棄却する処分及び

事実上の行為を除く。）の全部を取り消すとき（当該処分の全部を取り消すこ

とについて反対する旨の意見書が提出されている場合及び口頭意見陳述におい

てその旨の意見が述べられている場合を除く。）は、財務大臣は、関税等不服

審査会に諮問する必要はない。 

５ 関税の徴収に関する処分の取消しの訴えは、当該処分についての審査請求に

対する裁決を経ることなく提起することができる。 

 

 



－ 13 － 

第14問 次の記述は、関税法に規定する輸入してはならない貨物に関するものであるが、

その記述の正しいものはどれか。すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 税関長は、輸入されようとする貨物が、商標権を侵害する物品であると思料

する場合であっても、認定手続を経た後でなければ、当該貨物を没収して廃棄

することはできない。 

２ 覚醒剤は輸入してはならない貨物に該当するが、あへん吸煙具は輸入しては

ならない貨物に該当しない。 

３ 税関長は、輸入してはならない貨物に該当する印紙又は郵便切手の偽造品及

び模造品で輸入されようとする貨物を没収して廃棄し、又は当該貨物を輸入し

ようとする者にその積戻しを命ずることができる。 

４ 税関長は、著作権を侵害する貨物に該当するか否かについての認定手続にお

いて、専門委員に対し意見を求めるときは、その旨及び理由を記載した書面に、

当該意見の求めに係る疑義貨物についての資料その他の専門委員が意見を述べ

るに際し参考となるべき資料を添えて、専門委員に送付するものとされている。 

５ 輸入差止申立てが受理された商標権者が、当該申立てに係る貨物についての

認定手続が執られている間に、税関長の承認を受けて当該申立てに係る貨物の

見本の検査をする場合には、税関職員が立ち会うものとされている。 

 

 



－ 14 － 

第15問 次の記述は、関税法に規定する輸出してはならない貨物に関するものであるが、

その記述の正しいものはどれか。すべてを選び、その番号をマークしなさい。 

１ 税関長は、不正競争防止法第２条第１項第10号（定義）に掲げる行為（同法

第19条第１項第７号（適用除外等）に定める行為を除く。）を組成する物品の

輸出差止申立てにおいて、必要があると認めるときは、当該物品が不正使用行

為により生じたものであると認められるか否かについて、専門委員の意見を求

めることができる。 

２ 税関長は、不正競争防止法第２条第１項第３号に掲げる行為（同法第19条第

１項第５号に定める行為を除く。）を組成する物品に該当するか否かについて

の認定手続において、その認定をするために必要があると認めるときは、経済

産業大臣に対し、当該認定のための参考となるべき意見を求めることができる。 

３ 半導体集積回路の回路配置に関する権利である回路配置利用権を侵害する物

品は、輸出してはならない貨物である。 

４ 輸出差止申立てをしようとする商標権者は、自己の権利の内容、自己の権利

を侵害すると認める貨物の品名、当該貨物が自己の権利を侵害すると認める理

由、当該申立てが効力を有する期間として希望する期間、その他参考となるべ

き事項を記載した申立書に、侵害の事実を疎明するために必要な証拠を添えて、

税関長に提出しなければならない。 

５ 税関長は、輸出されようとする貨物のうちに、児童ポルノに該当すると認め

るのに相当の理由がある貨物があるときは、当該貨物を没収して廃棄すること

ができる。 

 

 



－ 15 － 

【択 一 式】 ―― 各問題１点 ―― 

 

第16問 次の記述は、関税法第４条に規定する課税物件の確定の時期に関するものであ

るが、その記述が正しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。

なお、正しい記述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 税関長に届け出て外国貨物のまま運送された郵便物で、亡失によりその発送

の日の翌日から起算して７日以内に運送先に到着しないものに対し関税を課す

る場合の基礎となる当該郵便物の性質及び数量は、当該亡失の時における現況

による。 

２ 保税蔵置場に置くことにつき税関長の承認を受けて保税蔵置場に置かれた外

国貨物に対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は、当該

承認の申請をした時における現況による。 

３ 保税工場における保税作業による製品である外国貨物に対し関税を課する場

合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は、当該貨物の原料である外国貨物に

つき、保税工場において当該保税作業が終了した時における現況による。 

４ 保税展示場に入れられた外国貨物のうち、当該保税展示場における販売を目

的とするものに対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は、

当該貨物につき、当該保税展示場に入れることが承認された時における現況に

よる。 

５ 保税展示場に入れられた外国貨物で、当該保税展示場の許可の期間の満了の

際、当該保税展示場にあるものに対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物

の性質及び数量は、当該保税展示場の許可の期間が満了した時における現況に

よる。 

 

 



－ 16 － 

第17問 次の記述は、関税が徴収される場合の納税義務に関するものであるが、その記

述の正しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、正し

い記述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 総合保税地域にある外国貨物が亡失したことにより、当該総合保税地域の許

可を受けた法人が当該貨物に係る関税を納める義務を負うこととなる場合であ

っても、当該貨物が亡失した時に当該総合保税地域において当該貨物を管理し

ていた者が当該法人以外の者であるときは、当該管理していた者が当該法人に

代わり当該関税を納める義務を負う。 

２ 特定保税運送に係る外国貨物が発送の日の翌日から起算して５日以内に運送

先に到着しないときは、特定保税運送者から、直ちにその関税を徴収する。 

３ 船用品として外国貿易船に積み込むことの承認を受けた外国貨物が、指定さ

れた期間内に当該承認に係る船舶に積み込まれなかったときは、当該船舶の船

長が当該貨物に係る関税を納める義務を負う。 

４ 日本郵便株式会社は、納税義務者である郵便物の名宛人から当該郵便物に係

る関税の額に相当する金銭の交付を受けて納付委託されたときは、遅滞なく、

その旨及び交付を受けた年月日を税関長に報告し、その交付を受けた日の翌日

から起算して10取引日を経過した最初の取引日までに、日本銀行に納付しなけ

ればならない。 

５ 輸入の許可を受けて引き取られた貨物について、納付された関税に不足額が

あった場合において、当該許可の際当該貨物の輸入者とされた者が当該貨物の

輸入者でないことを申し立てた場合であって、かつ、当該貨物の輸入に際して

その通関業務を取り扱った通関業者が、その通関業務の委託をした者を明らか

にすることができなかったときは、当該通関業者は、当該貨物の輸入者に代わ

り当該関税を納める義務を負う。 

 

 



－ 17 － 

第18問 次の記述は、関税の確定に関するものであるが、その記述の誤っているものは

どれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、誤っている記述がない

場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 先の納税申告に係る書面に記載した課税標準及び税額を補正することにより

修正申告をしようとする者は、税関長にその旨を申し出て当該納税申告に係る

書面の交付を受け、当該書面に記載した課税標準及び税額その他関係事項の補

正をし、その補正をした箇所に押印をして、これを税関長に提出しなければな

らない。 

２ 関税の確定金額に100円未満の端数があるとき、又はその金額が100円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

３ 関税定率法第17条第１項（再輸出免税）の規定により関税の免除を受けた貨

物が同項各号に掲げる用途以外の用途に供された場合において、その免除を受

けた関税を徴収するときは、その関税額の確定については、賦課課税方式が適

用される。 

４ 修正申告書で既に確定した納付すべき税額を増加させるものの提出は、既に

確定した納付すべき税額に係る部分の関税についての納税義務に影響を及ぼさ

ない。 

５ 既に確定した納付すべき税額を減少させる更正は、その更正により減少した

税額に係る部分以外の部分の関税についての納税義務に影響を及ぼさない。 

 

 



－ 18 － 

第19問 次の記述は、関税の納付及び徴収に関するものであるが、その記述の誤ってい

るものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、誤っている記

述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 関税の担保として土地を提供しようとする者は、抵当権を設定するために必

要な書類を税関長に提出しなければならない。 

２ 関税の担保として税関長が確実と認める保証人の保証を提供しようとする者

は、保証人の保証を証する書面を税関長に提出しなければならない。 

３ 税関長は、担保の提供されている関税がその納期限までに完納されない場合

において、保証人に当該関税を納付させるときは、その者に対し、納付させる

金額、納付の期限、納付場所その他必要な事項を記載した納付通知書による告

知をしなければならない。 

４ 期限内特例申告書に記載された納付すべき税額に相当する関税の納税義務者

は、その関税を特例申告書の提出期限までに国に納付しなければならない。 

５ 税関長は、過少申告加算税を徴収しようとするときは、納税の告知をしなけ

ればならない。 

 

 

第20問 次の記述は、輸出通関に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。

一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、正しい記述がない場合には、

「０」をマークしなさい。 

１ 税関長は、原産地について表示がされていない貨物について輸出を許可しな

いこととされている。 

２ 無償で輸出される貨物の価格については、税関長に提出する輸出申告書に記

載することを要しない。 

３ 輸出しようとする貨物が旅客の携帯品であるときは口頭で輸出申告させるこ

とができるが、当該貨物が乗組員の携帯品であるときは口頭で輸出申告させる

ことはできない。 

４ 輸入の許可を受けた貨物について、保税地域から引き取ることなく外国に向

けて送り出す場合は、輸出の許可を受けなければならない。 

５ 特定輸出申告は、当該特定輸出申告に係る輸出者が特定輸出者の承認を受け

た税関長に対してしなければならない。 



－ 19 － 

第21問 次の記述は、輸入通関に関するものであるが、その記述の誤っているものはど

れか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、誤っている記述がない場

合には、「０」をマークしなさい。 

１ 輸入される郵便物中にある信書以外の物にその原産地について直接に偽った

表示がされているときは、税関長は、その旨を当該郵便物の名宛人に通知しな

ければならない。 

２ 税関長は、原産地について間接に偽った表示がされている外国貨物について

は、その原産地について偽った表示がある旨を輸入申告をした者に、直ちに通

知し、期間を指定して、その者の選択により、その表示を消させ、若しくは訂

正させ、又は当該貨物を積み戻させなければならない。 

３ 賦課課税方式が適用される郵便物に係る関税を納付しようとする者は、関税

法第77条第１項（郵便物の関税の納付等）の書面に記載された税額に相当する

金銭に納付書を添えて、これを日本郵便株式会社に交付し、その納付を委託す

ることができる。 

４ 特例輸入者が税関長の指定した場所以外の場所で関税法第67条（輸出又は輸

入の許可）の検査を受けようとするときは、同法第69条第２項（貨物の検査場

所）の規定による税関長の許可を受けなければならない。 

５ 特例委託輸入者は、申告納税方式が適用される貨物について、当該貨物に係

る課税標準、税額その他必要な事項を記載した特例申告書を税関長に提出する

ことによって、関税法第７条第１項（申告）の関税の納付に関する申告を行う

ことができる。 

 



－ 20 － 

第22問 次の記述は、経済連携協定における関税についての特別の規定による便益に係

る税率及びＷＴＯ協定税率の適用を受けるための手続に関するものであるが、そ

の記述の正しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、

正しい記述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 経済連携協定における関税についての特別の規定による便益の適用を受けよ

うとする者は、輸入申告の際、締約国原産地証明書に加え締約国原産品申告書

を提出しなければならないこととされている。 

２ 経済連携協定における関税についての特別の規定による便益の適用を受けよ

うとする特例申告貨物を輸入する特例輸入者は、当該特例申告貨物に係る締約

国原産地証明書を、必ず税関長に提出しなければならない。 

３ 税関長は、輸入申告がされた貨物について、経済連携協定の規定に基づき関

税の譲許の便益を適用する場合において、当該貨物が締約国原産品であるかど

うかの確認をするために必要があるときは、当該経済連携協定の規定に基づき、

その職員に、当該貨物の輸出者又は生産者の事務所その他の必要な場所におい

て、その者の同意を得ずとも、実地に書類その他の物件を調査させる方法によ

りその確認をすることができる。 

４ 貨物の輸入（納税）申告を行う場合には、締約国原産地証明書は、その申告

の際に提出しなければならないこととされているが、税関長が災害その他やむ

を得ない理由があると認める場合には、その申告後相当と認められる期間内に

提出しなければならないこととされている。 

５ 世界貿易機関を設立するマラケシュ協定（ＷＴＯ協定）の規定による関税に

ついての便益の適用を受けるための原産地については、ＷＴＯ協定において定

められており、関税関係法令には規定されていない。 

 

 



－ 21 － 

第23問 次の記述は、保税地域に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。

一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、正しい記述がない場合には、

「０」をマークしなさい。 

１ 保税蔵置場の許可を受けた者が当該保税蔵置場の業務を廃止したことにより

当該許可が失効した場合において、その失効の際、当該保税蔵置場に外国貨物

があるときは、当該外国貨物については、税関長が指定する期間、その許可が

失効した場所を保税蔵置場とみなす。 

２ 保税工場において、税関長の承認を受けて、外国貨物と内国貨物とを混じて

使用したときは、これによってできた製品は、すべて外国から本邦に到着した

外国貨物とみなされる。 

３ 保税蔵置場に外国貨物を置くことができる期間は、当該貨物を最初に保税蔵

置場に置くことが承認された日から３年とされている。 

４ 保税地域に置くことが困難であると認め、税関長が期間及び場所を指定して

許可した外国貨物について、当該外国貨物を管理する者は、当該外国貨物につ

いての帳簿を設けなければならない。 

５ 保税蔵置場にある外国貨物であって、輸出の許可を受けた貨物以外のものが

亡失したときは、当該貨物を輸入しようとしていた者は、直ちにその旨を税関

長に届け出なければならない。 

 

 



－ 22 － 

第24問 次の記述は、特例輸入者及び特定輸出者に関するものであるが、その記述の正

しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、正しい記述

がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 特例輸入者は、税関長が関税の保全のために必要があると認めるときであっ

ても、関税につき担保の提供を命じられることはない。 

２ 特例輸入者の地位を承継するためには、当該承継についてあらかじめ税関長

に届け出る必要がある。 

３ 特例輸入者は、税関長に届け出ることにより、税関長が指定した場所以外の

場所で関税法第67条（輸出又は輸入の許可）の規定による検査を受けることが

できる。 

４ 特定輸出者が、関税法第67条の７（規則等に関する改善措置）の規定による

税関長の求めに応じなかったことによりその承認を取り消された場合であって、

当該承認を取り消された日から３年を経過していないときは、その者は、特定

輸出者の承認を受けることはできない。 

５ 特定輸出者は、特定輸出貨物の品名、数量及び価格その他の必要な事項を記

載した帳簿を備え付け、当該帳簿を当該特定輸出貨物の輸出の許可の日の翌日

から７年間保存しなければならない。 

 

 



－ 23 － 

第25問 次の記述は、関税の軽減、免除又は払戻しに関するものであるが、その記述の

正しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしなさい。なお、正しい記

述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 輸入の許可を受けて保税地域から引き取られた貨物が災害により損傷した場

合には、当該貨物を保税地域に戻すことを条件として、関税定率法第10条第２

項（変質、損傷等の場合の減税又は戻し税等）の規定の適用を受けることがで

きる。 

２ 飼料以外の用途に適さないもので財務省令で定める規格を備える配合飼料の

製造に使用するため輸入されるとうもろこしで、その輸入の許可の日から１年

以内に、税関長の承認を受けた製造工場でその製造が終了するものについては、

関税定率法第13条第１項（製造用原料品の減税又は免税）の規定の適用を受け

ることができる。 

３ 本邦に住所を移転するため本邦に入国する者が別送して輸入する自動車につ

いては、関税定率法第14条第８号（無条件免税）の規定の適用を受けることが

できる。 

４ 関税定率法第15条第１項第３号（特定用途免税）の規定により関税の免除を

受けた救じゅつのために寄贈された給与品が、その輸入の許可の日から３年を

経過した日に当該救じゅつの用途以外の用途に供された場合には、その免税を

受けた関税が直ちに徴収される。 

５ 職業用具の一時輸入に関する通関条約第２条（職業用具の一時輸入）の規定

に該当して輸入された職業用具で、その輸入の許可の日から２年以内に再輸出

されるものについては、関税定率法第17条第１項（再輸出免税）の規定の適用

を受けることができる。 
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第26問 次の記述は、関税暫定措置法第８条の２に規定する特恵関税制度に関するもの

であるが、その記述の正しいものはどれか。一つを選び、その番号をマークしな

さい。なお、正しい記述がない場合には、「０」をマークしなさい。 

１ 特恵受益国等を原産地とする物品（以下「特恵受益国原産品」という。）に

ついて、特恵関税の適用を受けようとする者は、特恵受益国の権限ある当局が

発給する原産地証明書に加えて、当該物品が特恵受益国原産品であることを明

らかにする書類を自ら作成し、輸入申告の際に税関長に提出しなければならな

い。 

２ 包括的な経済上の連携に関する日本国及び東南アジア諸国連合構成国の間の

協定において関税の譲許が定められている物品であって、当該協定の我が国以

外の締約国のうち特別特恵受益国を原産地とするものについては、特恵関税の

適用を受けることができない。 

３ 特別特恵受益国を原産地とする物品に課される特恵関税率は、関税率表別表

に掲げるすべての物品について適用される。 

４ 特恵受益国原産品が、特恵受益国から非原産国を経由して本邦へ向けて運送

される場合において、当該非原産国において運送上の理由による積替え及び一

時蔵置が行われたときは、特恵関税の適用を受けることができない。 

５ 特恵関税の適用を受けようとする物品の輸入申告の際に原産地証明書を税関

長に提出する必要がない場合は、税関長が物品の種類若しくは形状によりその

原産地が明らかであると認めた物品又は課税価格の総額が20万円以下の物品で

ある場合に限られる。 
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第27問 次の記述は、関税定率法第４条第１項により課税価格を決定することができな

い場合に関するものであるが、その記述の誤っているものはどれか。一つを選び、

その番号をマークしなさい。なお、誤っている記述がない場合には、「０」をマ

ークしなさい。 

１ 買手と売手が共同して同一の第三者である会社を間接に支配している場合に

は、買手と売手が特殊関係にあるため、当該特殊関係のあることが、当該輸入

貨物の取引価格に影響を与えていると認められるときは、関税定率法第４条第

１項（課税価格の決定の原則）の規定により当該輸入貨物の課税価格を決定す

ることができない。 

２ 関税定率法第４条第１項の規定により輸入貨物の課税価格を決定することが

できない旨の認定は、輸入者の説明及び納税申告に係る添付書類の形式的記載

内容のみに基づくのではなく、当該輸入貨物に係る取引に関し判明した個別的

な事実を総合的に考慮して行うものとされている。 

３ 同一の法人格を有する本支店間の取引により輸入される貨物は、輸入取引に

よらないで輸入する貨物に該当するため、関税定率法第４条第１項の規定によ

り当該輸入貨物の課税価格を決定することができない。 

４ 輸入貨物が医薬品である場合であって、医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律に基づく使用方法の制限があるときは、関税

定率法第４条第１項の規定により当該輸入貨物の課税価格を決定することがで

きない。 

５ 輸入貨物の取引価格が、当該輸入貨物と同種の貨物の市価よりも低価である

ことのみによっては、関税定率法第４条第１項の規定の適用を排除することに

はならない。 



－ 26 － 

第28問 次の記述は、外国為替及び外国貿易法第48条に規定する経済産業大臣の輸出の

許可及び承認に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。一つを選

び、その番号をマークしなさい。なお、正しい記述がない場合には、「０」をマ

ークしなさい。 

１ 一時的に入国して出国する者が本邦において購入した象牙製品を携帯して輸

出する場合には、経済産業大臣の輸出の承認を要しない。 

２ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第10条第２項（一般廃棄物の輸出）に規

定する者が同法第２条第１項（定義）に規定する廃棄物を大韓民国に輸出する

場合であって、当該廃棄物が特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律

第２条第１項（定義等）に規定する特定有害廃棄物等に該当するときは、経済

産業大臣の輸出の承認を要する。 

３ 外国為替及び外国貿易法第48条第１項（輸出の許可等）の規定に基づく経済

産業大臣の輸出の許可を受けた場合には、同条第３項の規定に基づく経済産業

大臣の輸出の承認を要しない。 

４ 価額の全部につき支払手段による決済を要しない貨物に係る外国為替及び外

国貿易法第48条第１項の規定による経済産業大臣の輸出の許可の権限は、税関

長に委任されている。 

５ 受取人の個人的使用に供するため、輸出貿易管理令別表第２の２第32号に規

定する万年筆を国際郵便により北朝鮮に輸出する場合には、経済産業大臣の輸

出の承認を要しない。 
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第29問 次の記述は、外国為替及び外国貿易法第52条に規定する経済産業大臣の輸入の

承認に関するものであるが、その記述の正しいものはどれか。一つを選び、その

番号をマークしなさい。なお、正しい記述がない場合には、「０」をマークしな

さい。 

１ けしの実を輸入する際は、経済産業大臣の輸入承認証ではなく、熱処理等に

よって発芽不能の処理を施したものであることを証する書類を税関に提出しな

ければならないこととされているが、当該書類を税関に提出することなく輸入

した場合であっても、外国為替及び外国貿易法に規定する罰則の対象とはなら

ない。 

２ 輸入貿易管理令第９条第１項（輸入割当て）の規定による経済産業大臣の輸

入割当てを受けるべきものとして公表された品目の貨物を仮に陸揚げしようと

するときは、経済産業大臣の輸入の承認を受けなければならない。 

３ 有償の貨物であって、経済産業大臣の指示する範囲内のものに係る経済産業

大臣の輸入の承認の権限は、税関長に委任されている。 

４ 輸入承認証に係る貨物が当該輸入承認証の有効期間内に本邦に到着していれ

ば、輸入申告の時に、当該輸入承認証の有効期間が経過していたとしても、輸

入することができる。 

５ 経済産業大臣は、外国貿易及び国民経済の健全な発展を図るために必要があ

ると認めるときは、輸入貿易管理令第９条第１項の規定による輸入割当てに当

たり、輸入の期間、貨物の原産地、船積地域その他輸入に関する事項について

条件を付することができる。 

 

 



－ 28 － 

第30問 次の記述は、電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律

に関するものであるが、その記述の誤っているものはどれか。一つを選び、その

番号をマークしなさい。なお、誤っている記述がない場合には、「０」をマーク

しなさい。 

１ 電子情報処理組織を使用して行われる輸入（納税）申告については、輸出

入・港湾関連情報処理センター株式会社の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルへの記録がされた時に税関に到達したものとみなされる。 

２ 食品衛生法第27条（食品等の輸入の届出）の規定による届出は、電子情報処

理組織を使用して行うことができる。 

３ 関税法第７条の14第１項（修正申告）の規定による修正申告に係る修正申告

書への書類の添付は、電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

４ 通関業者は、電子情報処理組織を使用して他人の依頼による関税法第67条

（輸出又は輸入の許可）の規定による申告（通関業法第14条（通関士の審査

等）に規定する通関書類を提出することにより行うべきこととされている申告

等に限る。）を行う場合には、当該申告の入力の内容を通関士に審査させなけ

ればならない。 

５ コンテナーに関する通関条約及び国際道路運送手帳による担保の下で行なう

貨物の国際運送に関する通関条約（ＴＩＲ条約）の実施に伴う関税法等の特例

に関する法律施行令第２条（コンテナーの輸入又は輸出の手続）の規定による

積卸コンテナー一覧表の提出は、電子情報処理組織を使用して行うことができ

る。 
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※この解答は，平成28年７月１日施行法令に基づき作成しています。 
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〈Ｈ28年度 関税法･関税定率法その他 解答＆難易度〉 
 

≪配点≫ 

選択式 
語群選択式 第１問～第５問（各５点） 25点 

複数選択式 第６問～第15問（各２点） 20点 

択一式  第16問～第30問（各１点） 15点 

  合計 60点 
 

【選択式】語群選択式：５点×５問（１箇所１点） 

問 項  目 正 解 ランク 

 

定義 

イ ⑨  

 ロ ⑥  

第１問 ハ ② Ａ 

 ニ ⑭  

 ホ ⑩  

 

延滞税 

イ ⑫  

 ロ ②  

第２問 ハ ⑨ Ｂ 

 ニ ③  

 ホ ⑦  

 

輸入通関 

イ ③  

 ロ ④  

第３問 ハ ⑧ Ａ 

 ニ ⑭  

 ホ ①  

 

過少申告加算税及び重加算税 

イ ⑭  

 ロ ⑥  

第４問 ハ ③ Ａ 

 ニ ⑤  

 ホ ⑩  

 

無条件免税 

イ ⑭  

 ロ ①  

第５問 ハ ⑩ Ｂ 

 ニ ⑧  

 ホ ⑤  
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【選択式】複数選択式：２点×10問（解答のすべてが正解した場合のみ） 

問 項  目 正 解 ランク 

第６問 輸出通関 ２，４ Ａ 

第７問 輸入通関 １，２，４ Ａ 

第８問 貨物の運送 ３，４，５ Ａ 

第９問 貨物の収容 １，２，５ Ｂ 

第10問 関税の軽減又は免除（関税暫定措置法） １，４ Ｂ 

第11問 課税価格の計算 ２，３，４ Ｃ 

第12問 関税率表及び暫定関税率表 １，２ Ｂ 

第13問 不服申立て ２，３，４ Ｂ 

第14問 輸入してはならない貨物 １，３，４，５ Ｃ 

第15問 輸出してはならない貨物 ２，４ Ｃ 

 

【択一式】１点×15問 

問 項  目 正 解 ランク 

第16問 課税物件の確定時期 ４ Ａ 

第17問 関税の納税義務 ０ Ｃ 

第18問 関税の確定 ０ Ｂ 

第19問 関税の納付及び徴収 ５ Ａ 

第20問 輸出通関 ４ Ａ 

第21問 輸入通関 １ Ａ 

第22問 経済連携協定税率及び協定税率の適用 ４ Ｂ 

第23問 保税地域 １ Ａ 

第24問 特例輸入者及び特定輸出者 ４ Ａ 

第25問 関税の軽減，免除又は払戻し ２ Ｂ 

第26問 特恵関税制度 ０ Ｃ 

第27問 原則的決定方法を適用できない場合 ４ Ｂ 

第28問 輸出貿易管理令 ２ Ｃ 

第29問 輸入貿易管理令 ５ Ｃ 

第30問 ＮＡＣＣＳ法 ３ Ｃ 
 

Ａ：できてほしい問題 

Ｂ：中間レベルの問題 

Ｃ：難易度の高い問題 
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【選択式】 

（語群選択式） 

第１問  正解 イ－⑨  ロ－⑥  ハ－②  ニ－⑭  ホ－⑩ 

（関税法12条８項２号，３号，６号） 

 

第２問  正解 イ－⑫  ロ－②  ハ－⑨  ニ－③  ホ－⑦ 

（関税法12条１項，８項２号，３号ロ，国税通則法63条５項，租税特別措置法94条２項) 

 

第３問  正解 イ－③  ロ－④  ハ－⑧  ニ－⑭  ホ－① 

（関税法７条１項，７条の２第２項，67条） 

 

第４問  正解 イ－⑭  ロ－⑥  ハ－③  ニ－⑤  ホ－⑩ 

（関税法12条の２第１項，２項，12条の４第１項） 

 

第５問  正解 イ－⑭  ロ－①  ハ－⑩  ニ－⑧  ホ－⑤ 

（定率法14条１号，２号，３号の２，17号，定率法施行令13条の５） 

 

（複数選択式） 

第６問  正解 ２，４ 

１ × 価格が20万円以下の貨物について，輸出申告書への貨物の価格の記載を省略

できる旨の規定はない。 

２ ○ 物品の一時輸入のための通関手帳に関する条約（ＡＴＡ条約）の実施に伴う

関税法等の特例に関する法律に規定する通関手帳により一時免税物品を再輸出

する場合には，当該通関手帳の再輸出証書を関税法施行令58条（輸出申告の手

続）に規定する輸出申告書として取り扱うこととされている（ＡＴＡ法基本通

達３-６(1)）。 

３ × 輸出申告書に記載すべき貨物の数量は，財務大臣が貨物の種類ごとに定める

単位による当該貨物の数量とされている（関税法施行令59条の２第１項）。 

４ ○ 輸出入・港湾関連情報処理システム（ＮＡＣＣＳ）を使用して行われた輸出

申告については，関税法施行令58条に規定する輸出申告書により行われたもの

とみなすこととされている（ＮＡＣＣＳ法３条１項，情報通信技術利用法３条

２項，３項）。 
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５ × 無償で輸出される貨物に係る輸出申告書に記載すべき貨物の価格は，当該貨

物が有償で輸出されるものとした場合の本船甲板渡し価格（ＦＯＢ価格）とす

る（関税法施行令59条の２第２項）。 

 

第７問  正解 １，２，４ 

１ ○ 印紙の模造品は，印紙等模造取締法の規定により財務大臣の許可を受けた場

合は，輸入することができる（関税法69条の11第１項６号）。 

２ ○ 輸入差止申立てが受理された特許権者が，当該申立てに係る貨物についての

認定手続が執られている間に，税関長に対し，当該貨物の見本の検査をするこ

とを承認するよう申請した場合は，当該申請を受けた税関長は，その旨を当該

貨物を輸入しようとする者に通知しなければならない（69条の16第１項）。 

３ × 経済連携協定の締約国の原産品である輸入貨物について，当該経済連携協定

における関税についての特別の規定による便益の適用を受けようとする場合は，

原則として当該貨物に係る輸入申告の日において，その発給の日から１年以上

を経過していない締約国原産地証明書を提出しなければならない（関税法施行

令61条３項）。 

４ ○ 税関長は，輸入申告における外国貨物に，原産地について誤認を生じさせる

表示があった場合には，その旨を輸入申告をした者に，直ちに通知し，期間を

指定して，その者の選択により，その表示を消させ，若しくは訂正させ，又は

当該貨物を積み戻させなければならない（関税法71条２項）。 

５ × 特例輸入者が特例申告を行う場合に，当該特例申告に係る貨物がその積出地

から送り出される前に，輸入予定地を所轄する税関長に対して輸入申告をしな

ければならない旨の規定はない。 

 

第８問  正解 ３，４，５ 

１ × 内国貨物を外国貿易船に積んで本邦内の場所相互間を運送する場合には，税

関長の承認を受けることを要する（関税法66条１項）。 

２ × 外国貨物である難破貨物をそのある場所から保税地域まで運送する場合には，

あらかじめ税関長の承認を受けなければならない（64条１項）。 

３ ○ 税関長は，運送の状況その他の事情を勘案して取締り上支障がないと認める

ときは，１年の範囲内で税関長が指定する期間内に発送される外国貨物の運送

について一括して承認することができる（関税法63条１項，施行令53条の２第

１項）。 
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４ ○ 外国から到着して保税運送の承認を受けて運送された外国貨物が，運送人の

不注意で運送中に亡失したことにより，その承認の際に指定された運送の期間

内に運送先に到着しないときは，当該承認を受けた者から直ちにその関税を徴

収することとされている（65条１項）。 

５ ○ 税関長は，保税運送の承認をした後，災害その他やむを得ない事由が生じた

ため必要があると認めるときは，当該承認の際に指定した運送の期間を延長す

ることができる（関税法63条４項）。 

 

第９問  正解 １，２，５ 

１ ○ 収容された貨物についてその解除を受けようとする者は，収容に要した費用

及び収容課金を税関に納付して税関長の承認を受けなければならない（関税法

83条１項）。 

２ ○ 収容された貨物が最初に収容された日から４月を経過してなお収容されてい

るときは，税関長は，公告した後当該貨物を公売に付することができる（84条

１項）。 

３ × 税関長が，保税地域にある外国貨物を収容しようとする場合に，当該貨物の

所有者，管理者その他の利害関係者への通知は不要である（80条３項）。 

４ × 税関長は，保税蔵置場の許可が失効したときは，当該保税蔵置場にある外国

貨物については，税関長が指定する期間，その許可が失効した場所を保税蔵置

場とみなす（47条３項）。したがって，直ちに収容はされない。 

５ ○ 税関長は，指定保税地域にある外国貨物が腐敗又は変質のおそれがあるとき

は，当該外国貨物を当該指定保税地域に入れた日から１月を経過する前であっ

ても収容することができる（80条２項）。 

第10問  正解 １，４ 

１ ○ 関税暫定措置法８条（加工又は組立てのため輸出された貨物を原材料とした

製品の減税）の規定により関税の軽減を受けようとする貨物を輸出しようとす

る者は，当該貨物に係る加工又は組立ての契約の全部が行われている場合には，

その輸出の際に，当該貨物が加工又は組立てのため輸出するものであることを

証する書類を輸出申告書に添付しなければならない（暫定措置法22条２項）。 

２ × 我が国が締結した経済連携協定において関税の譲許がされている物品につい

ては，便益の適用に関わらず，関税暫定措置法８条の規定の適用を受けること

ができない旨の規定はない。 
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３ × 関税暫定措置法４条（航空機部分品等の免税）の規定の適用を受けることが

できる航空機部分品は，本邦において製作が困難であるものに限られるが，税

関長の承認を受けた工場において航空機の製作に使用するものである必要はな

い（４条１号）。なお，部分品の製作に使用する素材については，税関長の承

認を受けた工場において使用することが必要である（４条２号）。 

４ ○ 関税暫定措置法８条の規定による関税の軽減を受けようとする貨物の再輸入

期間の延長承認申請は，当該貨物の加工又は組立てに使用する原材料の輸出の

許可の日から１年以内に行わなければならない（施行令24条）。 

５ × 関税暫定措置法８条の規定の適用を受けようとする場合の輸入申告は，当該

申告に係る貨物を販売する者の名をもってしなければならない旨の規定はない。 

 

第11問  正解 ２，３，４ 

１ × 特許発明が実施されている細菌株であってワクチン製造に使用するものが輸

入された場合において，当該細菌株を本邦において純粋培養する権利の使用に

伴う対価は，本邦において複製する権利の使用の対価に該当し，当該細菌株の

課税価格に含めない（定率法４条１項４号，基本通達４-13(5)ハ）。 

２ ○ 輸入貨物の利潤分配取引に基づき買手が売手に分配する利潤は，売手帰属収

益に該当し，その額が明らかである場合には，当該輸入貨物の課税価格に含め

る（定率法４条１項５号，基本通達４-14(2)）。 

３ ○ 輸入貨物が運送契約に基づき運送された場合において，当該運送契約に基づ

き当該運送の対価として当該輸入貨物の買手により運送人に支払われる為替相

場の変動による補てん金は，当該輸入貨物の課税価格に含める（４-８(3)イ

(ロ)）。 

４ ○ データ処理機器に使用されるソフトウェアを記録したキャリアメディアの課

税価格は，当該ソフトウェアの価格がキャリアメディアの価格と区別される場

合には，キャリアメディアの価格とする（４-５(2)イ）。 

５ × 航海用船契約に基づき輸入貨物の運送をした船舶の復路の空船回漕料は，そ

の額が明らかであっても，当該輸入貨物の課税価格に含めない（４-８(7)ニ）。 
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第12問  正解 １，２ 

１ ○ 同一品目について関税率表の税率（基本税率）と暫定関税率表の税率（暫定

税率）とがある場合においては，暫定税率を適用する（定率法基本通達３-１

(1)）。 

２ ○ 関税率表第77類は，将来使用する可能性に備えて保留されており欠番となっ

ている（通則備考５）。 

３ × 暫定関税率表の税率については，適用期限が設けられている（暫定措置法２

条１項）。 

４ × 関税率表の税率が無税とされている物品であっても，当該物品の輸入申告の

際に，課税標準となるべき価格を申告することを要する（関税法７条）。 

５ × 暫定関税率表の税率は，すべて一定の数量を限度として定められているわけ

ではない。 

 

第13問  正解 ２，３，４ 

１ × 税関長は，本邦に輸入されようとしている貨物のうちに風俗を害すべき書籍

に該当すると認めるのに相当の理由がある貨物があるときは，当該貨物を輸入

しようとする者に対し，その旨を通知しなければならないが，当該貨物を輸入

しようとする者は，当該通知に不服がある場合には，再調査の請求をすること

ができる（関税法89条１項）。 

２ ○ 関税の確定に関する税関長の処分に不服がある者は，再調査の請求をするこ

とができる（89条１項）。 

３ ○ 関税法又は他の関税に関する法律の規定による税関職員の処分は，再調査の

請求に関する規定の適用に関しては，当該職員の属する税関の税関長がした処

分とみなすこととされている（89条２項）。 

４ ○ 関税法の規定による税関長の処分について審査請求が行われた場合であって

も，行政不服審査法46条１項（処分についての審査請求の認容）の規定により

審査請求に係る処分（法令に基づく申請を却下し，又は棄却する処分及び事実

上の行為を除く。）の全部を取り消すとき（当該処分の全部を取り消すことに

ついて反対する旨の意見書が提出されている場合及び口頭意見陳述においてそ

の旨の意見が述べられている場合を除く。）は，財務大臣は，関税等不服審査

会に諮問する必要はない（91条）。 

５ × 関税の徴収に関する処分の取消しの訴えは，当該処分についての審査請求に

対する裁決を経た後でなければ提起することができない（93条１号）。 
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第14問  正解 １，３，４，５ 

１ ○ 税関長は，輸入されようとする貨物が，商標権を侵害する物品であると思料

する場合であっても，認定手続を経た後でなければ，当該貨物を没収して廃棄

することはできない（関税法69条の12第４項）。 

２ × 覚せい剤及びあへん吸煙具は，輸入してはならない貨物に該当する（69条の

11第１項１号）。 

３ ○ 税関長は，輸入してはならない貨物に該当する印紙又は郵便切手の偽造品及

び模造品で輸入されようとする貨物を没収して廃棄し，又は当該貨物を輸入し

ようとする者にその積戻しを命ずることができる（69条の11第２項）。 

４ ○ 税関長は，著作権を侵害する貨物に該当するか否かについての認定手続にお

いて，専門委員に対し意見を求めるときは，その旨及び理由を記載した書面に，

当該意見の求めに係る疑義貨物についての資料その他の専門委員が意見を述べ

るに際し参考となるべき資料を添えて，専門委員に送付するものとされている

（69条の19，施行令62条の30）。 

５ ○ 輸入差止め申立てが受理された商標権者が，当該申立てに係る貨物について

の認定手続が執られている間に，税関長の承認を受けて当該申立てに係る貨物

の見本の検査をする場合には，税関職員が立ち会うものとされている（69条の

16第６項）。 

 

第15問  正解 ２，４ 

１ × 不正競争防止法２条１項10号（定義）に掲げる行為（同法19条１項７号（適

用除外等）に定める行為を除く。）を組成する物品の輸出差止申立てにおいて，

不正競争差止請求権者は，当該物品が不正使用行為により生じたものであると

認められるか否か等について，経済産業大臣の認定を求め，その認定の内容が

記載された書面を税関長に提出しなければならない（関税法69条の４第１項）。

この場合に，税関長は専門委員の意見を求めることはできない（69条の５）。 

２ ○ 税関長は，不正競争防止法２条１項３号に掲げる行為（同法19条１項５号に

定める行為を除く。）を組成する物品に該当するか否かについての認定手続に

おいて，その認定をするための必要があると認めるときは，経済産業大臣に対

し，当該認定のための参考となるべき意見を求めることができる（69条の８第

１項）。 

３ × 回路配置利用権を侵害する物品は，輸出してはならない貨物に該当しない

（69条の２第１項）。 



＜ＴＡＣ＞ 無断複写・複製を禁じます Ｈ28本試験 (関税) 

－ 10 － 

４ ○ 輸出差止申立てをしようとする商標権者は，自己の権利の内容，自己の権利

を侵害すると認める貨物の品名，当該貨物が自己の権利を侵害すると認める理

由，当該申立てが効力を有する期間として希望する期間，その他参考となるべ

き事項を記載した申立書に，侵害の事実を疎明するために必要な証拠を添えて，

税関長に提出しなければならない（69条の４第１項，施行令62条の３）。 

５ × 税関長は，輸出されようとする貨物のうちに，児童ポルノに該当すると認め

るのに相当の理由がある貨物があるときは，輸出しようとする者にその旨を通

知しなければならない（関税法69条の２第３項）。当該貨物を没収して廃棄す

ることはできない。 
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【択一式】 

第16問  正解 ４ 

１ × 税関長に届け出て外国貨物のまま運送された郵便物で，亡失によりその発送

の日の翌日から起算して７以内に運送先に到着しないものに対し関税を課する

場合の基礎となる当該郵便物の性質及び数量は，当該郵便物が発送されたとき

の現況による（関税法４条５号の２）。 

２ × 保税蔵置場に置くことにつき税関長の承認を受けて保税蔵置場に置かれた外

国貨物に対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は，当該

承認（蔵入承認）の時における現況による（４条１項１号）。 

３ × 保税工場における保税作業による製品である外国貨物に対し関税を課する場

合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は，保税工場において保税作業に使用

することの承認（移入承認）の時における現況による（４条１項２号）。 

４ ○ 保税展示場に入れられた外国貨物のうち，当該保税展示場における販売を目

的とするものに対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物の性質及び数量は，

当該貨物につき，当該保税展示場に入れることが承認された時における現況に

よる（４条１項３号の２）。 

５ × 保税展示場に入れられた外国貨物で，当該保税展示場の許可の期間の満了の

際，当該保税展示場にあるものに対し関税を課する場合の基礎となる当該貨物

の性質及び数量は，関税を徴収すべき事由が生じた時における現況による（４

条１項３号の３）。 

 

第17問  正解 ０ 

１ × 総合保税地域にある外国貨物が亡失したことにより，当該総合保税地域の許

可を受けた法人が当該貨物に係る関税を納める義務を負うこととなる場合であ

っても，当該貨物が亡失した時に当該総合保税地域において当該貨物を管理し

ていた者が当該法人以外の者であるときは，当該管理していた者は，当該法人

と連帯して当該関税を納める義務を負う（関税法62条の13）。 

２ × 特定保税運送に係る外国貨物が発送の日の翌日から起算して７日以内に運送

先に到着しないときは，特定保税運送者から，直ちにその関税を徴収する（65

条２項）。 

３ × 船用品として外国貿易船に積み込むことの承認を受けた外国貨物が，指定さ

れた期間内に当該承認に係る船舶に積み込まれなかったときは，積込みの承認

を受けた者が当該貨物に係る関税を納める義務を負う（23条６項）。 
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４ × 日本郵便株式会社は，納税義務者である郵便物の名宛人から当該郵便物に係

る関税の額に相当する金銭の交付を受けて納付委託されたときは，遅滞なく，

その旨及び交付を受けた年月日を税関長に報告し，その交付を受けた日の翌日

から起算して11取引日を経過した最初の取引日までに，日本銀行に納付しなけ

ればならない（77条の３第１項，２項，施行令68条の２，施行規則９条の４）。 

５ × 輸入の許可を受けて引き取られた貨物について，納付された税額に不足額が

あった場合において，当該許可の際当該貨物の輸入者とされた者が当該貨物の

輸入者でないことを申し立てた場合であって，かつ，当該貨物の輸入に際して

その通関業務を取り扱った通関業者が，その通関業務の委託をした者を明らか

にすることができなかったときは，当該通関業者は，当該貨物の輸入者と連帯

して当該関税を納める義務を負う（関税法13条の３）。 

 

第18問  正解 ０ 

１ ○ 先の納税申告に係る書面に記載した課税標準及び税額を補正することにより

修正申告をしようとする者は，税関長にその旨を申し出て当該納税申告に係る

書面の交付を受け，当該書面に記載した課税標準及び税額その他関係事項の補

正をし，その補正をした箇所に押印をして，これを税関長に提出しなければな

らない（関税法施行令４条の16第２項）。 

２ ○ 関税の確定金額に100円未満の端数があるとき，又はその全額が100円未満で

あるときは，その端数金額またはその全額を切り捨てる（13条の４，国税通則

法118条１項，119条１項）。 

３ ○ 関税定率法17条１項（再輸出免税）の規定により関税の免除を受けた貨物が

同項各号に掲げる用途以外の用途に供された場合において，その免除を受けた

関税を徴収するときは，その関税額の確定については，賦課課税方式が適用さ

れる（関税法６条の２第１項２号ニ）。 

４ ○ 修正申告書で既に確定した納付すべき税額を増加させるものの提出は，既に

確定した納付すべき税額に係る部分の関税についての納税義務に影響を及ぼさ

ない（７条の14第３項，国税通則法20条）。 

５ ○ 既に確定した納付すべき税額を減少させる更正は，その更正により減少した

税額に係る部分以外の部分の関税についての納税義務に影響を及ぼさない（関

税法７条の16第５項，国税通則法29条）。 
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第19問  正解 ５ 

１ ○ 関税の担保として土地を提供しようとする者は，抵当権を設定するために必

要な書類を税関長に提出しなければならない（関税法施行令８条の２第３項）。 

２ ○ 関税の担保として税関長が確実と認める保証人の保証を提供しようとする者

は，保証人の保証を証する書類を税関長に提出しなければならない（８条の２

第４項）。 

３ ○ 税関長は，担保の提供されている関税がその納期限までに完納されない場合

において，保証人に当該関税を納付させるときは，その者に対し，納付させる

金額，納付の期限，納付場所その他必要な事項を記載した納付通知書による告

知をしなければならない（基本通達10-２(3)）。 

４ ○ 期限内特例申告書に記載された納付すべき税額に相当する関税の納税義務者

は，その関税を特例申告書の提出期限までに国に納付しなければならない（関

税法９条２項１号）。 

５ × 税関長は，過少申告加算税を徴収しようとするときは，納税の告知は不要で

ある（９条の３第１項３号）。 

 

第20問  正解 ４ 

１ × 税関長は，原産地について表示がされていない貨物について輸出を許可しな

い旨の規定はない。 

２ × 無償で輸出される貨物の価格については，有償で輸出されるものとした場合

の本船甲板渡し価格（ＦＯＢ価格）を輸出申告書に記載する（関税法施行令59

条の２第２項，基本通達67-１-４(2)）。 

３ × 輸出しようとする貨物が旅客又は乗組員の携帯品であるときは，口頭で輸出

申告させることができる（施行令58条１項）。 

４ ○ 輸入の許可を受けた貨物は内国貨物であり，それを外国に向けて送り出す場

合は，輸出の許可を受けなければならない（２条１項２号，４号，67条）。 

５ × 特定輸出申告は，その申告に係る貨物が置かれている場所又は当該外国貨物

を外国貿易船等に積み込もうとする開港，税関空港若しくは不開港の所在地を

所轄する税関長に対してしなければならない（67条の３第１項）。 
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第21問  正解 １ 

１ × 輸入される郵便物中にある信書以外の物にその原産地について直接に偽った

表示がされているときは，税関長は，その旨を日本郵便株式会社に通知しなけ

ればならない（関税法78条１項）。 

２ ○ 税関長は，原産地について間接に偽った表示がされている外国貨物について

は，その原産地について偽った表示がある旨を，輸入申告をした者に直ちに通

知し，期間を指定して，その者の選択により，その表示を消させ，若しくは訂

正させ，又は当該貨物を積み戻させなければならない（71条２項）。 

３ ○ 賦課課税方式が適用される郵便物に係る関税を納付しようとする者は，関税

法77条１項（郵便物の関税の納付）の書面に記載された税額に相当する金銭に

納付書を添えて，これを日本郵便株式会社に交付し，その納付を委託すること

ができる（77条の２）。 

４ ○ 特例輸入者が税関長の指定した場所以外の場所で関税法67条（輸出又は輸入

の許可）の検査を受けようとするときは，同法69条２項（貨物の検査場所）の

規定による税関長の許可（指定地外検査の許可）を受けなければならない（69

条２項）。 

５ ○ 特例委託輸入者は，申告納税方式が適用される貨物について，当該貨物に係

る課税標準，税額その他必要な事項を記載した特例申告書を税関長に提出する

ことによって，関税法７条１項（申告）の関税の納付に関する申告を行うこと

ができる（７条の２第１項）。 

 

第22問  正解 ４ 

１ × 経済連携協定における関税についての特別の規定による便益の規定を受けよ

うとする者は，輸入申告の際，原則として締約国原産地証明書を提出しなけれ

ばならない（関税法施行令61条１項２号イ）。なお，オーストラリア協定の場

合には，締約国原産地証明書又は締約国原産品申告書及びオーストラリア原産

品であることを明らかにする書類のいずれかを提出しなければならない。 

２ × 経済連携協定における関税についての特別の規定による便益の規定を受けよ

うとする特例申告貨物を輸入する特例輸入者は，当該特例申告貨物に係る締約

国原産地証明書の提出を要しない（関税法基本通達67-３-４(4)）。 
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３ × 税関長は，輸入申告がされた貨物について，経済連携協定の規定に基づき関

税の譲許の便益を適用する場合において，当該貨物が締約国原産品であるかど

うかの確認をするために必要があるときは，当該経済連携協定の規定に基づき，

その職員に，当該貨物の輸出者又は生産者の事務所その他の必要な場所におい

て，その者の同意を得て，実地に書類その他の物件を調査させる方法によりそ

の確認をすることができる（暫定措置法12条の２第１項３号）。 

４ ○ 締約国原産地証明書は，輸入（納税）申告の際に提出しなければならないが，

税関長が災害その他やむを得ない理由があると認める場合には，その申告後相

当と認められる期間内に提出しなければならないこととされている（関税法施

行令61条４項）。 

５ × 世界貿易機関を設立するマラケシュ協定（ＷＴＯ協定）の規定による関税に

ついての便益の適用を受けるための原産地については，関税関係法令に規定さ

れている（61条１項１号）。 

 

第23問  正解 １ 

１ ○ 保税蔵置場の許可を受けた者が当該保税蔵置場の業務を廃止したことにより

当該許可が失効した場合において，その失効の際，当該保税蔵置場に外国貨物

があるときは，当該貨物については，税関長が指定する期間，その許可が失効

した場所を保税蔵置場とみなす（関税法47条３項）。 

２ × 保税工場において，税関長の承認を受けて，外国貨物と内国貨物とを混じて

使用したときは，これによってできた製品のうち当該外国貨物の数量に対応す

るものを外国から本邦に到着した外国貨物とみなす（59条２項）。 

３ × 保税蔵置場に外国貨物を置くことができる期間は，当該貨物を最初に保税蔵

置場に置くことが承認された日から２年とされている（43条の２第１項）。 

４ × 保税地域に置くことが困難であると認め，税関長が期間及び場所を指定して

許可した外国貨物について，当該外国貨物を管理する者が，当該外国貨物につ

いての帳簿を設けなければならない旨の規定はない。 

５ × 保税蔵置場にある外国貨物であって，輸出の許可を受けた貨物以外のものが

亡失したときは，当該保税蔵置場の許可を受けた者は，直ちにその旨を税関長

に届け出なければならない（45条３項）。 
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第24問  正解 ４ 

１ × 特例輸入者は，税関長が関税の保全のために必要があると認めるときは，担

保の提供を命じられることがある（関税法７条の８第１項）。 

２ × 特例輸入者の地位を承継するためには，当該承継についてあらかじめ税関長

の承認を受ける必要がある（７条の13）。 

３ × 特例輸入者は，税関長の許可を受けることにより，税関長が指定した場所以

外の場所で関税法67条（輸出又は輸入の許可）の規定による検査を受けること

ができる（69条２項）。 

４ ○ 特定輸出者が，関税法67条の７（規則等に関する改善措置）の規定による税

関長の求めに応じなかったことによりその承認を取り消された場合であって，

当該承認を取り消された日から３年を経過していないときは，その者は，特定

輸出者の承認を受けることはできない（67条の６第１号チ，67条の11第２号ロ）。 

５ × 特定輸出者は，特定輸出貨物の品名，数量及び価格その他の必要な事項を記

載した帳簿を備え付け，当該帳簿を当該特定輸出貨物の輸出の許可の日の翌日

から５年間保存しなければならない（67条の８第１項，施行令59条の12第１項，

４項）。 

第25問  正解 ２ 

１ × 輸入の許可を受けた貨物が，輸入の許可後引き続き，保税地域に置かれてい

る間に，災害その他やむを得ない理由により損傷した場合には，関税定率法10

条２項（変質，損傷等の場合の減税又は戻し税等）の規定の適用を受けること

ができる（関税定率法10条２項）。 

２ ○ 飼料以外の用途に適さないもので財務省令で定める規格を備える配合飼料の

製造に使用するため輸入されるとうもろこしで，その輸入の許可の日から１年

以内に，税関長の承認を受けた製造工場でその製造が終了するものについては，

関税定率法13条１項（製造用原料品の減税又は免税）の規定の適用を受けるこ

とができる（13条１項１号，施行令６条）。 

３ × 本邦に住所を移転するため本邦に入国する者が別送して輸入する自動車につ

いては，関税定率法14条８号（無条件免税）の適用を受けることはできない

（定率法14条８号）。なお，入国前に既にその者が使用した自動車であれば，

特定用途免税の適用を受けることができる。 
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４ × 関税定率法15条１項３号（特定用途免税）の規定により関税の免除を受けた

救じゅつのために寄贈された給与品が，その輸入の許可の日から２年以内に当

該救じゅつの用途以外の用途に供された場合には，その免税を受けた関税が直

ちに徴収される（15条１項３号，２項）。 

５ × 職業用具の一時輸入に関する通関条約２条（職業用具の一時輸入）の規定に

該当して輸入された職業用具で，その輸入の許可の日から１年以内に再輸出さ

れるものについては，関税定率法17条１項（再輸出免税）の規定の適用を受け

ることができる（17条１項11号，施行令33条の３第５号）。 

 

第26問  正解 ０ 

１ × 特恵受益国を原産地とする物品（以下「特恵受益国原産品」という。）につ

いて，特恵関税の適用を受けようとする者は，特恵受益国の権限ある当局が発

給する原産地証明書を，輸入申告の際に税関長に提出しなければならない（暫

定措置法施行令27条１項）。当該物品が特恵受益国原産品であることを明らか

にする書類を自ら作成し，提出する必要はない。 

２ × 包括的な経済上の連携に関する日本国及び東南アジア諸国連合構成国の間の

協定において関税の譲許が定められている物品であって，当該協定の我が国以

外の締約国のうち特別特恵受益国を原産地とするものについて，特恵関税の適

用を受けることができない旨の規定はない。 

３ × 特別特恵受益国を原産地とする物品に課される特恵関税率は，暫定措置法別

表第５に掲げる物品以外のものに限定して課される（暫定措置法８条の２第３

項）。 

４ × 特恵受益国原産品が，特恵受益国から非原産国を経由して本邦に向けて運送

される場合において，当該非原産国において運送上の理由による積替え及び一

時蔵置が行われたときであっても，運送要件証明書を提出することによって特

恵受益国の適用を受けることができる（暫定措置法施行令31条３項）。 

５ × 特恵関税の適用を受けようとする物品の輸入申告の際に原産地証明書を税関

長に提出する必要がない場合は，税関長が物品の種類若しくは形状によりその

原産地が明らかであると認めた物品又は課税価格の総額が20万円以下の物品で

ある場合のほか，特例申告貨物の場合もある（27条１項３号）。 
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第27問  正解 ４ 

１ ○ 買手と売手が共同して同一の第三者である会社を間接に支配している場合に

は，売手と買手が特殊関係にあるため，当該特殊関係のあることが，当該輸入

貨物の取引価格に影響を与えていると認められるときは，関税定率法４条１項

（課税価格の決定の原則）の規定により当該輸入貨物の課税価格を決定するこ

とはできない（定率法４条２項４号，施行令１条の８第７号）。 

２ ○ 関税定率法４条１項の規定により輸入貨物の課税価格を決定することができ

ない旨の認定は，輸入者の説明及び納税申告に係る添付書類の形式的記載内容

のみに基づくのではなく，当該輸入貨物に係る取引に関し判明した個別的な事

実を総合的に考慮して行うものとされている（基本通達４～４の９-１）。 

３ ○ 同一の法人格を有する本支店間の取引により輸入される貨物は，輸入取引に

よらないで輸入する貨物に該当するため，関税定率法４条１項（課税価格の決

定の原則）の規定により当該輸入貨物の課税価格を決定することはできない

（基本通達４-１の２(1)ヘ）。 

４ × 輸入貨物が医薬品である場合であって，医薬品，医療機器等の品質，有効性

及び安全性の確保等に関する法律に基づく使用方法の制限があっても，関税定

率法４条１項（課税価格の決定の原則）の規定により当該輸入貨物の課税価格

を決定することができる（施行令１条の７，基本通達４-16(2)）。 

５ ○ 輸入貨物の取引価格が，当該輸入貨物と同種の貨物の市価よりも低価である

ことのみによっては，関税定率法４条１項（課税価格の決定の原則）の規定の

適用を排除することにはならない。（定率法４条２項）。 

 

第28問  正解 ２ 

１ × 一時的に入国して出国する者が本邦において購入した象牙製品（ワシントン

条約付属書Ⅰに該当し，輸出令別表第２の36の項に該当）を携帯して輸出する

場合には，経済産業大臣の輸出の承認を要する（輸出令４条２項４号）。 

２ ○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律10条２項（一般廃棄物の輸出）に規定す

る者が同法２条１項（定義）に該当する廃棄物を大韓民国に輸出する場合であ

って，当該廃棄物が特定有害廃棄物の輸出入の規制に関する法律２条１項（定

義等）に規定する特定有害廃棄物等に該当するときは，経済産業大臣の輸出の

承認を要する（４条２項３号，別表２の35の２(2)）。 



＜ＴＡＣ＞ 無断複写・複製を禁じます Ｈ28本試験 (関税) 

－ 19 － 

３ × 外国為替及び外国貿易法48条１項（輸出の許可等）の規定に基づく経済産業

大臣の輸出の許可を受けた場合であっても，同条３項の経済産業大臣の輸出の

承認を要する（２条１号，輸出規則１条１項３号）。 

４ × 価額の全部につき支払手段による決済を要しない貨物に係る外国為替及び外

国貿易法48条１項の規定による経済産業大臣の輸出の承認の権限は，税関長に

委任されている（輸出令11条２号イ）。 

５ × 受取人の個人的使用に供するため，輸出貿易管理令別表第２の２第32号に規

定する万年筆を国際郵便により北朝鮮に輸出する場合には，経済産業大臣の輸

出の承認を要する（輸出令２条，輸出令別表２の２第32号）。 

 

第29問  正解 ５ 

１ × けしの実は輸入公表３号（通関時確認）に該当し，熱処理等によって発芽不

能の処理を施したものであることを証する書類を税関に提出しなければならず，

当該書類を税関に提出することなく輸入した場合には，外国為替及び外国貿易

法に規定する罰則の対象となる（外為法69条の７第１項５号）。 

２ × 輸入貿易管理令９条１項（輸入割当て）の規定による経済産業大臣の輸入割

当てを受けるべきものとして公表された品目の貨物を仮に陸揚げしようとする

ときは，経済産業大臣の輸入の承認は不要である（輸入令14条３号）。 

３ × 無償の貨物であって，経済産業大臣の指示する範囲内のものに係る経済産業

大臣の輸入の承認の権限は，税関長に委任されている（18条，輸入規則５条）。 

４ × 輸入承認証に係る貨物は，当該輸入承認証の有効期間内に輸入申告をしなけ

ればならない。 

５ ○ 経済産業大臣は，外国貿易及び国民経済の健全な発展を図るために必要があ

ると認めるときは，輸入貿易管理令９条１項の規定する輸入割当てに当たり，

輸入の期間，貨物の原産地，船積地域その他輸入に関する事項について条件を

付すことができる（輸入令11条１項）。 

 

第30問  正解 ３ 

１ ○ 電子情報処理組織を使用して行われる輸入（納税）申告については，輸出

入・港湾関連情報処理センター株式会社の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルへの記録がされた時に税関に到達したものとみなされる（ＮＡＣＣＳ

法３条１項，情報通信技術利用法３条３項）。 



＜ＴＡＣ＞ 無断複写・複製を禁じます Ｈ28本試験 (関税) 

－ 20 － 

２ ○ 食品衛生法27条（食品等の輸入の届出）の規定による届出は，電子情報処理

組織を使用して行うことができる（ＮＡＣＣＳ法施行令１条３項２号）。 

３ × 修正申告に係る修正申告書への書類の添付は，電子情報処理組織を使用して

行うことができる旨の規定はない。 

４ ○ 通関業者は，電子情報処理組織を使用して他人の依頼による関税法67条（輸

出又は輸入の許可）の規定による申告（通関業法14条（通関士の審査等）に規

定する通関書類を提出することにより行うべきこととされている申告等に限

る。）を行う場合には，当該申告の入力の内容を通関士に審査させなければな

らない（ＮＡＣＣＳ法５条）。 

５ ○ コンテナーに関する通関条約及び国際道路運送手帳による担保の下で行う貨

物の国際運送に関する通関条約（ＴＩＲ条約）の実施に伴う関税法等の特例に

関する法律施行令２条（コンテナーの輸入又は輸出の手続）の規定による積卸

コンテナー一覧表の提出は，電子情報処理組織を使用して行うことができる

（施行令別表92）。 

 

 


